平成２４年１１月２０日

議席番号　　２０　　番

通告番号　　　　　　番

　　　　　　　　　　　　　 前

平成２４年１１月２０日　午　　　　　　　時　　分 受 領

　　　　　　　　　　　　　 後

氏　　名　小田桐　たかし　　㊞

　流山市議会議長　坂巻　忠志　様

市　政　に　関　す　る　一　般　質　問　通　告　書

　第　４　回定例会における一般質問を下記のとおり通告します。

	質問事項
	要旨　（質意を明確、具体的に）

	１　後期基本計画中期実
施計画について
２ 教育行政について問う

	（１）市長就任後およそ１０年が経過し、今後３年間の事業として提案されている後期基本計画中期実施計画の策定に当たり、市長の所見を問う。
（ア）経済不況のもと、消費税増税や年金支給額の低下など暮らし・雇用の悪化が予見されている。市民にどのような展望を示すのか。

（イ）全施策が地域経済へ寄与する仕組みづくりや、地域内での民需拡大施策がこれまで以上に欠かせないと考えるがどうか。
（ウ）ＴＸ沿線巨大開発に対する総括と、既成市街地との格差解消に向けた施策の充実が必要と考えるがどうか。
（２）主要事業等について問う。
（ア）流山市民総合体育館建替え計画について、将来的な運営コストや人口減少時代、利用者負担等を考慮すれば、サブアリーナの縮小など事業規模を見直すべきではないか。
（イ）ＴＸ沿線開発の事業計画変更に伴う市負担金の増大、駅前市有地活用、江戸川新橋及び都市計画道路３・３・２号線等道路ネットワーク整備等について問う。
（１）小中一貫教育を前提とすれば、既存小中学校の多くが施設分離型での実施となるが、どのような具体化が図られているのか。また新設併設校との施設や教育備品等での格差が否めないが、今後の方策について問う。
（２）小中学校併設校計画について問う。

（ア）小中学校の適正規模は１２学級から１８学級としながら、なぜ当初から最大５０学級を想定した施設整備となるのか。児童生徒数は最大で、平成３５年度１，５４６人が５年後には一気に半減するとの予測を前提とすれば、通学区域の調整と同時に、今後必要に応じて増設できる施設計画にすべきではないか。



	質問事項
	要旨　（質意を明確、具体的に）

	３　市民の安心・安全について副市長に問う
	（イ）ＴＸ沿線のつくば市や八潮市ではすでに小中一貫教育が導入され、一体型新設校の開設に伴い既設小学校では児童数が急激に減少するなど課題も浮上している。本市における対策について問う。

（ウ）小中学校併設校施設規模の利点として、学級数（５７学級から５０学級）・敷地規模（４．５㌶から３．９㌶）・事業費（１３２．８億円から基本設計の途中段階で１０７．４億円、最終的な概算として１１８．５億円）の圧縮等をあげているが、利点といえるのか。

（エ）そもそも開発人口の見直しをせずに、また市内全域の学区や各小中学校における増設・空き教室活用等を十分審査せずに、学校施設だけ『二小一中』から『一小一中』へ詰め込み、『一貫教育』を持ち込んだ政策決定にこそ無理があるのではないか。

（１）暴力団排除条例について、条例可決後、現在までの実務的及び具体的にどのように取り組んでいるのか。また第2物流センター建設計画では、暴力団関連事業者の参加も噂されており、我が党も情報提供をしているが、行政として調査報告もなく不誠実な対応に終始している。実態解明とともに建設計画にかかわる全関係者に条例の趣旨や責務を説明すべきと考えるがどうか。



